
１　総括

(1) （令和元年度普通会計決算）

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含む。

(2) （令和元年度普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、平成31年4月1日現在の人数である。

３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

(3) ラスパイレス指数の状況

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）
　を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算
　した指数。
２　中核市平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

※　令和2年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べて1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、
　③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

豊橋市の給与・定員管理等について

人 件 費 率   （参考）

6,366

　　　　　　　　　　　％

15.8

（参考）中核市平均

　　　　　　％

一人当たり

15.9

13,572,637

人　令和元年
度

期末・勤勉手当

職員給与費の状況

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　　千円

20,449,106

職員手当

人件費の状況

区　　分 住民基本台帳人口

　　　　　（令和2年1月1日）

実質収支

377,429

令和元年
度

　　　　　千円

　　計　　Ｂ

平成30年度の人件費率

一人当たり給与費

　　　　　　Ｂ

人　件　費

　　　　　　Ａ

128,320,336

　　　　　千円

歳　出　額　

Ｂ／Ａ

3,647,369

千円

給与費 B/A

2,132 7,955,058

千円　　　　　千円

6,4443,249,636

千円人 千円

給　 料　　　　　　Ａ

千円

2,367,943

H31.4.1

100.0
H31.4.1

99.9
H31.4.1

98.9

H29.4.1

99.0

H29.4.1

100.2 H29.4.1

99.1

H30.4.1

99.7

H30.4.1

100.2 H30.4.1

99.1

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

豊橋市 中核市平均 全国市平均

R2.4.1

99.4
R2.4.1

99.9
R2.4.1

98.9
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(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　］

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）　国基準3％に対し、豊橋市においては6％を支給。

（実施時期）　平成27年4月1日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成27年4月1日時点は4％、

給与改定後は平成27年4月に遡及し5％、平成28年4月1日時点は6％を支給。

令和元年度から１年に１％づつ段階的に支給割合を引き下げ、令和３年４月１日に国基準の３％とする。

（参考）

③その他の見直し内容

(6) 特記事項

なし

（給料表の改定実施時期）　平成27年4月1日
（内容）　一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均2.2％の引下げ。激変緩和のため、3年間（平成30年3月31日
をもって終了）の経過措置（現給保障）を実施。
　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

平成２６
年度の支
給割合

国基準によ
る支給割合

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）
単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年４月１日実施）

4%

遡及改定後

3%３％

6%

平成３０年度
の支給割合

3%

5%5%

3%3%

平成27年度の 支給割合

4月1日時点

３％ 6%
豊橋市の
支給割合

令和２年度
の支給割合

3%

4%

平成２８・２９
年度の支給割合

令和元年度
の支給割合

3%
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和2年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）　一般行政職とは、医療･教育･消防･労務･税務･福祉･企業職以外の一般の事務･技術業務に携わる職員である。

　　　　②技能労務職

（注）１　「平均給料月額」とは、令和2年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等

　を除いたもの）で算出している。

平均給料月額

43.2

うち用務員 1.99

5,708,976円

5,397,833円

13.0年

17.6年

5,685,204円 2,862,400円

1.26

321,376

338,453円

351,333円

うち清掃職員

区　　分

公務員（C）

4,166,100円

区　　分

327,009

平均年齢

39.4豊橋市

区　　分
平均給与月額

平均給与月額

424,689

－

50.9歳

41.7

－

277,900円

平均給与月額

参          考

287,283円

53.1歳

303,400円

年収ベース（試算値）の比較

4,539,400円

210人

327,564

405,898

―

428,374

中核市

愛知県

41.8

国

（国比較ベース）

1.19

366,690

民　　間

（B）

364,599

A／B

380,710

408,868

1.30

1.22

－

1.69

300,100円

207,900円

参考

－

－

－ －

－

－－

－

－

294,571円

－

46.2歳

55.3歳

民間（F） E／F

うち学校給食員

豊橋市

9.8年うち守衛

うち守衛

うち用務員

国

愛知県

中核市

6,195,664円

－

勤続年数（試算値）の比較

1.69

8.8年

326,183円

－

うち学校給食員

うち清掃職員

－

45.5歳

310,496円

調理士

豊橋市

341,889円

42.2歳

平均年齢
平均給与月額

306,949円44.2歳

廃棄物処理業従業員

18人

対応する民間
の類似職種

－

301,772円

346,964円

44.8歳

（国比較ベース）

平均給与月額

用務員

314,649円

365,894円

平均年齢

390,052円

43.5歳

職員数
（A）

338,439円301人

平均給料月額

126人

328,862円

310,840円

C／D

242人

7人 42.7歳 328,269円

50.2歳 358,637円

2,319人

3,796,400円

360,595円

55.9歳

1.42

－

1.49

14.1年

364,514円

公務員（E）

－

332,878円

15.7年

－

14.5年

－

-

1.33

10.4年

1.08

－

78人

318,797

1.60

守衛

公　　務　　員

民間（D）

348,266円

383,335円
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(2) 職員の初任給の状況（令和2年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円

円

（注）豊橋市の技能労務職の初任給は、学歴を問わず採用時年齢による。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和2年4月1日現在）

円 円 円 円

円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和2年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）豊橋市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

123人  

豊　橋　市 愛　知　県

8人  

163,300円～

　　主任主事・主任技師

区　　　　分

　　主事・技師

一般行政職

　　課長補佐

444,900

　　部長９　　級

　　次長級８　　級

　　課長級７　　級

182,200

国

17人  458,400

193,200

135,500

188,700

３　　級

２　　級

　　主査

268,464

高　校　卒 150,600

経験年数２０年

５　　級

18.0%223人  

222人  17.9%

４　　級

６　　級

経験年数３０年

最高号給の
給料月額

該当者なし

420,650

該当者なし

5.1%

構成比

247,600

経験年数２５年

174人  

396,529

区　　分

259人  

264,020

中　学　卒

１号給の
給料月額

20.9%

304,717

146,100

高　校　卒

371,100大　学　卒

区　　　　　分

227,600

255,000円

高　校　卒 382,100

408,100

264,200

該当者なし

経験年数１０年

該当者なし

231,50014.0%

高　校　卒

468,600

319,200

362,900

527,500

350,000

9.9%

410,200

386,700

0.6%

12.1%

396,300289,700

該当者なし

304,200195,500

336,800

63人  

職員数

－

該当者なし

－

大　学　卒

標準的な職務内容

該当者なし

　　事務員・技術員

154,900

中　学　卒

147,300

150人  

1.4%

158,600

１　　級

技能労務職

一般行政職

技能労務職

１級

5.1%

１級

5.9%

１級

10.9%

２級

20.9%

２級

18.8%

２級

18.4%

３級

14.0%

３級

15.9%

３級

10.5%

４級

18.0%

４級

16.8%
４級

16.2%

５級

17.9%

５級

19.1%
５級

19.8%

６級

12.1%

６級

12.0%
６級

12.0%

７級

9.9%

７級

9.3%

７級

9.8%

８級

0.6%

８級

0.7%

８級

1.2%

９級

1.4%

９級

1.4%

９級

1.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和2年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和2年4月1日現在）

(3) 昇給への人事評価の活用状況（豊橋市）
　

　活用予定時期

　ロ． 人事評価を活用していない

　　上位、標準の区分

令和2年4月2日から令和3年4月1日
までにおける運用

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

○

一般職員管理職員

○ ○

昇給実績が
ある区分

　　上位、標準、下位の区分

　イ． 人事評価を活用している

昇給可能
な区分

　活用している昇給区分

○

○

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

○

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000
（百円） 令和２年４月１日時点

豊橋市（R2）

国家公務員（R2)

国10級

国９級 市９級

国８級 市８級

国７級 市７級

国５級 市５級

国３級 市３級

国４級 市４級

国２級 市２級

国６級 市６級

国１級 市１級
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４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分

12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分

計  月分 計  月分 計  月分 計  月分 計  月分 計  月分

6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分

12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分

計  月分 計  月分 計  月分 計  月分 計  月分 計  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　 役職段階別加算額　５～２０％ 　 役職段階別加算額　３～２０％ 　 役職段階別加算額　５～２０％

　 管理職加算額　　　４～２５％ 　 管理職加算額　　１０～２５％

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（豊橋市）

(2) 退職手当（令和2年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置　２～４５％加算あり 　定年前早期退職特例措置　２～４５％加算あり

　在職した役職に応じた加算あり 　在職した役職に応じた加算あり

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額である。

　活用予定時期

　　上位、標準、下位の成績率 ○

(0.725)

(0.90)(1.45)

支給実績が
ある成績率

2.60

(1.45)

24.586875

47.709

　活用している成績率

管理職員

0.950

(0.450)

1.90

　ロ． 人事評価を活用していない

(0.450)

0.925 0.950

(0.450)

　　標準、下位の成績率

一般職員

(0.90)

1.3000.9751.300

1.300

　　上位、標準の成績率

47.709

33.27075

39.7575

１人当たり平均支給額
（令和元年度普通会計決算）

○

39.7575

○

47.709

2.60

(0.725)

(0.90)

(0.450)

令和元年度中における運用

豊　　　　　橋　　　　　市

1.300

1.300

1,832

愛　　　　　知　　　　　県

1.300

28.0395

2,497 千円20,290

(0.725) (0.725)

47.709

○

1.90

―

0.950

47.709

(0.725)

1.90

1,524

１人当たり平均支給額（令和元年度普通会計決算）

(0.450)

2.60

○

１人当たり平均支給額（令和元年度普通会計決算）

　イ． 人事評価を活用している

豊　　　　　　　　　　橋　　　　　　　　　　市

47.709

0.950

19.6695

33.27075

(0.450)

国

千円

24.586875

(1.450)

支給可能
な成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

19.6695

28.0395

国

○

(0.725)

　　標準の成績率のみ（一律）
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(3) 地域手当

（令和2年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）　地域手当は、給料、扶養手当、管理職手当の4％（医師等は１６％、都の特別区内に在勤する職員は２０％）を支給される

ものである。医師等とは、医師及び歯科医師である。

(4) 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在）

種類

千円 円

千円 円

千円 円
千円 円
千円 円
千円 円

千円 円

千円 円
千円 円
千円 円

３ 千円 円

千円 円
千円 円
千円 円

千円 円
千円 円
千円 円
千円 円

５ 千円 円

千円 円
千円 円
千円 円
千円 円

８ 千円 円
千円 円

千円 円

１０ 千円 円

千円 円

千円 円

150

日額

日額

日額

日額

日額

１回につき

日額

日額

日額

日額

日額

日額

日額

47

381

日額

日額

１件につき

42.8

千円

日額

16

432,192

支給対象地域 国の制度（支給率）支給対象職員数

都の特別区

927

88,538

１件につき

日額

158

3,558

8,086

3,403

1,077

0

2

532

150

64

300

300

0

184

12,120

350

310

日額

150

800

300

2,593

150

400

32種類（18

支給実績
（令和元年度

普通会計決算）

左記職員に対する
支給単価

800

10

日額

日額

1818

0

4

0

250

150

150

250

200

１回につき

１回につき

400

１時間につき

300

300

1

202,717

20

24016

3

1,400上記以外の消防自動車の運転業務

４

200

300

緊急出動により行う消防業務

20

２

庁外にあって行う滞納金の徴収及び督促事務

保育所における乳幼児（３歳未満）及び障害児保育業
務

こども発達センターにおける保育士が行う障害児療育
業務

養護老人ホームにおける入所者養護業務

650

大型消防自動車の運転業務

緊急出動により行う救急業務

正規の勤務時間以外の時間において行う公共用地の取
得等に係る交渉業務

1,600１回につき

１回につき

１回につき火災その他災害の警戒、鎮圧等の消防業務

家畜伝染病（口蹄疫、流行性脳炎、狂犬病、炭疽(そ)、ブルセ
ラ病、鼻疽(そ)、高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥イ
ンフルエンザに限る。）の病原体を有する家畜又はその疑い
のある家畜に係る防疫の作業

６

道路維持課における交通を遮断することなく行う道路
保守作業、消毒作業等

交通を遮断することなく行う道路上の作業７

こども発達センターにおける精神障害者及びその家族等の相
談指導等の業務

保健所における結核患者及び精神障害者並びにこれらの家族
等の相談指導等の業務

巡回監視の場合

一類感染症､二類感染症､新感染症及び指定感染症の感染症患者等
の救護及び原因調査等の業務

市民病院における二類感染症患者等の入院医療業務（医師が
行う業務を除く。）

１１

9

213

大雨、暴風又は洪水の警報発令時における道路、橋
りょう、河川等の被害防止のための巡回監視または応
急復旧の作業

434

300

7

1,000

下記以外

10

530

滞納整理手当

4

豊橋市（医師等）

手当の種類（手当数）

支給率

支給実績（令和元年度普通会計決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算）

3,718

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算）

69,414

右の業務に従事し
た職員

滞納処分による差押え又はその他の方法により法的効
力を有することとなった差押え

公売又は競売による換価

児童発達支援センターにおける児童指導業務

福祉手当

危険手当

右の業務に従事し
た職員

福祉事務所における生活保護の現業業務

特別養護老人ホームにおける入所者養護業務

救急救命士が行う救急業務

応急復旧の作業の場合

高所又は深所における作業

潜水器具を着用して行う潜水業務

円

手当）

右の業務に従事し
た職員

0

手当の名称

右の業務に従事し
た職員

水質試験等の検査及び測定業務

老人デイサービスセンターにおける介助業務

救急自動車の運転業務

支給実績（令和元年度普通会計決算）

上記以外の者が行う救急業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度実績）

主な支給対象業務

350

用地交渉手当

消防手当

右の著しく危険な
業務に従事した職
員

主な支給対象職員

58

0

1,503

％

日額

0
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１２ 千円 円

１３ 千円 円

１４ 千円 円

千円 円
千円 円

１６ 千円 円

１７ 千円 円

１８ 千円 円

１９ 千円 円

２０ 千円 円

２１ 千円 円

２２ 千円 円

２３ 千円 円

千円

千円

円
千円

千円

２５ 千円 円

２６ 千円 円

千円

千円

２８ 千円 円

２９ 千円 円

３０ 千円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

３２ 千円 円

（注）特殊勤務手当は、著しく困難、危険、不快または不健康な勤務に従事した場合に支給されるものである。

勤務１回
につき

月額

日額

日額

勤務１回
につき

診療収入月額の100分
の５の額以内

4,000

日額

日額

日額

日額

1,000

１か所につ
き、月額

2時間以上
４時間未満
である場合

4,500４時間以上
である場合

0

300

診療収入月額の100分
の15の額以内

１人につき

月額
以内

１件につき3,000円を
当該業務に従事した助
産師の数で除して得た
額

日額

日額

１匹につき

夜間養護手当

２４

日額

医療待機業務手当

5,787

2,000

300

900

100,000

400

4,100

3,300

２時間未満
である場合

24

281

610

１人につき

900

2,500

日額

6,000

300

日額 300

250

250

200

400

89

0

0

214

3,019

市民病院における緊急医療業務のため正規の勤務時間以外の
時間に行う待機業務

右の業務に従事し
た職員

こども発達センターにおける医師が行う診療業務

分べん取扱手当

右の業務に従事し
た職員

右の業務に従事し
た職員

右の業務に従事し
た職員

食肉衛生検査所におけると畜検査の業務

右の業務に従事し
た職員

３１夜間看護等手当

犬、ねこ死体処理手当

と畜検査手当

診療手当

特別養護老人ホームにおいて正規の勤務時間による勤務を深
夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。夜間看護
等手当の項において同じ。）において行う養護の業務

保健所及び市民病院における輸血検査、病理検査、微生物検
査及び感染症検査の業務

行旅死亡人の取扱作業

保健所における野犬等の収容等業務危険手当

資源化センターにおける焼却炉及び煙道内有害たい積
物処理作業

電気主任技術者が行う技術管理業務

廃棄物処理施設技術管理者が行う技術管理業務

１５

廃棄物処理施設への立入検査業務

動植物公園獣舎における動物飼育及び汚物取扱いの現
業業務

保健所及び市民病院における診療用放射線機器等を操
作する技術業務及びこれに付随する放射線業務

市民病院の結核病棟における看護の業務

上記以外の技手が行う業務の場合

獣医師が行う業務の場合

市民病院における医師が行う診療業務

ボイラー・タービン主任技術者が行う技術管理業務

右の業務に従事し
た職員

行旅病人の収容作業

斎場における業務

建築主事が行う技術管理業務

清掃手当

右の業務に従事し
た職員

斎場手当

技術管理手当 右の業務に従事し
た職員

行旅病人、同死亡人取扱手
当

市民病院において正規の勤務時間による勤務の全部又
は一部を深夜において医療職給料表（三）の適用を受
ける職員が行う看護の業務又は医療職給料表（二）の
適用を受ける職員が行う救急医療の業務

市民病院における助産師が行う妊産婦指導管理の業務

その勤務時間が深夜の全部を含む勤務である場合

その勤務時間が深夜の一部を含む勤務である場合
勤務１回につき深夜における勤務時間が、

右の業務に従事し
た職員

0

市民病院における助産師が行う分べん取扱業務 0

0

0

1,200

2,400

0 8,200

0

勤務１回
につき

0

0

0

20

0

44

20,790

385

44

273

犬及びねこの死体処理の作業
遺棄されたもの等の収集処理作業の場合

環境部におけるし尿及びごみの収集処理等の作業

右の業務に従事し
た職員

保健所における医師が行う業務

２７

右の業務に従事し
た職員

72

0

0

保健所医師手当

妊産婦指導管理業務手当

右の業務に従事し
た職員

右の業務に従事し
た職員

右の著しく危険な
業務に従事した職
員

8



(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当は、正規の勤務時間以外に勤務した場合、勤務した時間数に応じて支給されるものである。

　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和元年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の

総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

(6) その他の手当（令和2年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

81,600

164,600

262,188

支給実績（令和元年度普通会計決算）

千円 73,676

524,301

支給区分
支給額

異なる

366

正規の勤務時間として午後１0時から翌
日の午前5時までの間に勤務をした場合
に支給(勤務１時間につき、勤務１時間
あたりの給与額の25/100)

125,588－

164,180
距離区分毎の支

給単価

1,318 千円

284,171

千円

管理又は監督の地位にある職員に支給
(行政職の場合、50,700～105,100円)

住居手当

管理職手当を受ける職員が臨時又は緊
急の必要その他公務の運営の必要によ
り週休日等に勤務した場合に支給
週休日等の場合(勤務1回につき7,000
円～10,000円）
週休日以外の場合（勤務１回につき
3,500円～5,000円）

夜間勤務手当

異なる

670,765

－

職員1人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算）

－

支給実績（令和元年度
普通会計決算）

国の制度

職員1人当たり平均支給年額（平成30年度普通会計決算） 342

との異同

12,000円を超える家賃支払者
/27,000円(上限額)、その他は非支給

異なる

－

千円

支給職員1人当たり平均支給年
額(令和元年度普通会計決算)

管理職手当

宿日直手当

手　当　名

通勤距離2km以上の職員に距離・通勤方
法に応じて2,000円～24,500円、定期
券利用職員に購入価額を支給(１か月
55,000円限度)、徒歩通勤者は非支給

配偶者6,500円、子10,000円、父母等
6,500円を支給（16～22歳までの子は
１人につき5,000円加算）

扶養手当

通勤手当

内容及び支給単価

同じ

同じ

単身赴任手当

同じ

612,774

異なる内容
国の制度と

同じ 2,760

千円

247,627

同じ

休日等において、正規の勤務時間中に勤
務をした場合に支給（勤務１時間につ
き、勤務１時間あたりの給与額の135～
150/100）

宿直勤務又は日直勤務をした場合に支給
(宿日直勤務１回につき4,400円)

196,790 千円－

千円

同じ

千円

千円

14,484

支給区分
支給額

休日勤務手当

異動等に伴い住居を移転し、やむを得な
い事情により配偶者と別居し、単身で居
住する職員で、移転前の住居から公署へ
の通勤が困難と認められる者30,000円
～100,000円

－

20,703

238,823

1,646

管理職員特別
勤務手当

242,060

552,000

支給実績（平成30年度普通会計決算）
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５　特別職の報酬等の状況（令和2年4月1日現在）

円 ／

円 ／

円 ／

円 ／

円 ／

　　 （算定方式）

　　

（算定方式）

　　 （算定方式） （1期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×60/100

給料月額×在職月数×40/100

※在職月数は48月を限度とする

(注） 退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期

           （4年＝48月）  勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

期末手当は勤務期間により割落としがある。

2,774,031円

6月期

期
末
手
当

備　　　　考

副 市 長

3.40副 市 長

市 長

696,000円

議 員

退
職
手
当

議 員

市 長

月分

給

料

504,000円

700,000円 475,000円

副 市 長

議 長

副 議 長 748,000円

716,000

2,693,624円

副 議 長

議 長

区　　　分

3.40

報

酬

915,000

給　　　料　　　月　　　額　　　等

1,091,000

1,790,895円

1,463,231円

974,000円

651,000

（参考）中核市における最高／最低額

1,180,000円

585,000

月分

584,000円

12月期

2,326,524円

任期ごと

　（令和元年度支給割合）

17,568,000円

任期ごと

707,000円

1,628,313円1,581,116円

1,738,985円

6月期 12月期

2,259,089円

{給料＋地域手当＋給料×25%＋（給料＋地域手当）×20%}×支給割合

（報酬＋報酬×45%）×支給割合

827,000円

　（令和元年度支給割合）

市 長

1,420,818円

31,420,800円
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６　職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）職員数は一般職に属する職員数である。

育児休業等への対応職員は含むが、次年度補充することとなる欠員は含まない。

[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（令和2年4月1日現在）

20歳 32歳 44歳 56歳

～ ～ ～ ～

23歳 35歳 47歳 59歳

人 人 人 人

287 438 383 261

要保護児童相談体制の強化等

～

人

未満

20歳

27歳

＜参考＞

[ 3,616 ］

水　　 道

主　　な　　増　　減　　理　　由

4

0

2

39歳

人

計

空家対策の推進

55歳

1,550

337

労　　働

税　　務

土　　木

394

民　　生

令和元年

15

商　　工

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

54

3

衛　　生

～

人

54 0

238

249

239

1

94

81

337

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　門

下  水  道

小　    計

合　　計

消防部門

そ  の  他 134

病　　 院

3,682

35

1,241

28歳

～

3,746

1,555

24歳

～

2,1422,132

81

▲ 1

職員数
12

94

133

420

人

365

議　　会

総　　務

～

31歳

36歳区　分

531

小　計

普
通
会
計
部
門

317

一
般
行
政
部
門

農林水産

計

教育部門 240

33 マイナポイント活用事業等に伴う業務増

9

0

40歳

261

人

433

99.25

1,604

＜参考＞

56.75

63.30

0

55 研修医確保のための体制整備1,296

54

[ 3,694］

64

389

以上

391

10

43歳

338

人

15

対前年
増減数

退職等による欠員

育児休業に伴う代替分の減員

0

▲ 5

[ 78 ］

（中核市の人口1万当たり職員数

60歳

45.63（中核市の人口1万当たり職員数

1

イマ―ジョン教育コース開設に伴う増

17

52歳

51歳

＜参考＞

48歳

41.22

人 人

1

324

令和2年

3,746

110

～

人

386

1,556

110

7

▲ 5

0

職　　　員　　　数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%

11



(3) 職員数の推移

（単位：人・％）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

31年

233
（6.6%）

3,682

1,550

2,114

3,513

1,461
等   会   計   計

教　　   育

3,619

普通会計計

総合計

公 営 企 業

3,549

1,491 1,543

3,631

1,517

337

27年

1,471

252

2,054 2,058

331 334

2,076

30年29年

1,471

253

消　　   防

243

　　　　　　　　年　　度
部　　門

337

1,496

337

241

一 般 行 政

28年
過去5年間の増減数

（率）

1,555

3,746

▲３
（▲1.2%）

240

85
（5.8%）

1,536

2,132 2,142

1,604

88
（4.3%）

249

337

143
（9.8%）

６
（1.8%）

R2年

1,556
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７　公営企業職員の状況
(1) 上下水道事業

  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

（参考）

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

千円 ％ ％

水　道

下水道

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費351,974千円を含まない。

Ａ 計 Ｂ

人 千円

水　道

下水道

（注）職員手当には退職給与金を含まない。

職員数は、令和２年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分

12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分

計  月分 計  月分 計  月分 計  月分

6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分 6月期  月分

12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分 12月期  月分

計  月分 計  月分 計  月分 計  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　 役職段階別加算額　５～２０％ 　 役職段階別加算額　５～２０％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

職員給与費比率

占める職員給与費比率

平成３０年度の総費用に

総費用に占める

千円

6.2

一人当たり

1.900

553,900

平　均　年　齢

333,601

6,154

514,039

512,870

86,189

6,346

平均月収額

区　分

137,824

給与費

543,575

90

区　分 職員給与費

令和
元年度

329,887

7,435,190

職員数

5,524,967 591,935

　　　　　　区　　分

127,72781,845

基本給

340,985

令和
元年度

職員手当

304,467

総費用

給料

千円

期末・勤勉手当

81

(0.450) (0.725)

1.900

44.2

0.925

千円

１人当たり平均支給額（令和元年度決算）

(0.725)

団 体 平 均 （ 水 道 ）

0.975

39.9

41.0

1.300

1,553

1.300

豊 橋 市 水 道 事 業

豊 橋 市 下 水 道 事 業

団 体 平 均 （ 下 水 道 ）

1.300

0.925

43.0

2.600

豊橋市上下水道事業

(0.450) (0.725)

(0.900)

0.450

千円千円

2.60

0.975

(0.725)

(1.450)

1,524

337,655

(1.450) 0.900

624,587 461,792

純損益

528,847

豊橋市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（令和元年度普通会計決算）

339,529 512,723

1.300

0.450

6,134

千円

一人当たり給与費

（参考）全国市平均

給与費Ｂ/Ａ

千円

6.1

10.39.8

6,165

510,496
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イ　退職手当（令和２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置　２～４５％加算あり 　定年前早期退職特例措置　２～４５％加算あり

　在職した役職に応じた加算あり 　在職した役職に応じた加算あり

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（令和２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（注）１　地域手当は、給料、扶養手当、管理職手当の５％を支給されるものである。

エ　特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）

支給実績（令和元年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度実績）

手当の種類（手当数）

種類

千円 円

千円 円

千円 円

2 千円 円

3 千円 円
千円 円

千円 円

5 千円 円

6 千円 円
千円 円

千円 円
千円 円

８ 千円 円

９ 千円 円

１０ 千円 円

（注）特殊勤務手当は、著しく困難、危険、不快または不健康な勤務に従事した場合に支給されるものである。

変則勤務手当

電気主任技術者が行う技術管理業務

4

交通を遮断することなく行う道路上の作業

技術管理手当

下水道整備課における下水道管きょの清掃等の作業
（管内作業の場合）

待機業務手当 右の業務に従事し
た職員

0同上（応急復旧作業の場合）

 下水道施設課における処理場及びポンプ場の汚物取扱
い等の作業

大雨、暴風又は洪水の警報発令時における水道施設及び下水
道施設の被害防止のための巡回監視又は応急復旧の作業（巡
回監視の場合）

高所又は深所における作業

 同上（上記以外の場合）

 浄水課浄水場及び下水道施設課処理場交替制勤務職員
の業務

0

48

4001

手当）

危険手当

0

公売又は競売による換価

水質試験の業務 166

左記職員に対する
支給単価

348

正規の勤務時間以外の時間において行う公共用地の取
得等に係る交渉業務

滞納処分による差押え又はその他の方法により法的効力を有
することとなった差押さえ

650

800

800

１件につき

１件につき

日額

0

支給実績
（令和元年度

決算）

右の著しく危険な
業務に従事した職
員

0

3

24.586875 19.6695

豊橋市上下水道事業

47.709

39.7575

豊橋市（一般行政職）

24.586875

39.7575

525

支給対象職員数

28.0395

19.6695

33.270750

１人当たり平均支給額
（令和元年度普通会計決算）

2,497 千円 20,290

47.709

日額

47.709

47.709 47.709

197,345支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

47.709

千円 千円

10種類（7

主な支給対象業務

171

51,205

千円

円

33,746

一般行政職の制度（支給率）

48.5

5

4,250

用地交渉手当

支給対象地域

5

手当の名称 主な支給対象職員

右の業務に従事し
た職員

滞納整理手当

支給率

豊橋市

右の業務に従事し
た職員

庁外にあって行う水道料金、下水道使用料及び下水道受益者
負担金その他の滞納金の徴収及び督促事務

28.0395

350

日額

日額

％

4,000

0

1,150

日額

7,000

2,000

400

日額

日額

勤務１回
につき

１人当たり平均支給額
（令和元年度決算）

4,799

汚物取扱手当 457

日額

千円

530

0

500

200

日額

日額

33.270750

150

400

 水道の使用開始、中止清算等又は水道施設の事故発生等に対
応するため正規の勤務時間以外の時間に行う待機業務

右の著しく危険な
業務に従事した職
員

7

44

300

支給実績（令和元年度決算）

1,970

右の変則勤務で行
う業務に従事した
職員

月額

１か所につ
き、月額

右の業務に従事し
た職員
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１ 時間外勤務手当は、正規の勤務時間以外に勤務した場合、勤務した時間数に応じて支給されるものである。

（注）２ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　３ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の

           総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（令和２年４月１日現在）

管理職手当

一般行政

支給実績（平成３０年度決算）

夜間勤務手当 同じ -

正規の勤務時間として午後１0時から翌
日の午前5時までの間に勤務をした場合
に支給(勤務１時間につき、勤務１時間
あたりの給与額の25/100)

住居手当

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

職の制度

扶養手当 同じ

55,082

同じ

支給職員1人当たり平均支給
年額(令和元年度決算)

-

の制度と

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

通勤手当

異なる内容

223,0425,353

79,592

276,545

23,626 千円

千円

千円 円

内容及び支給単価

円
配偶者6,500円、子10,000円、父母等
6,500円を支給（16歳～22歳までの子
は1人につき5,000円加算）

254,043

千円

737,304
管理又は監督の地位にある職員に支給
(企業職の場合、50,700～105,100円)

通勤距離2km以上の職員に距離・通勤方
法に応じて2,000円～24,500円、定期
券利用職員に購入価額を支給(１か月
55,000円限度)、徒歩通勤者は非支給

-

円

支給実績
（令和元年度決算）

同じ

円15,210

16,958

円

千円

12,496

-

12,000円を超える家賃支払者
/27,000円(上限額)、その他は非支給

-同じ

384

56,394支給実績（令和元年度決算）

一般行政職

375

手　当　名

との異同
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